
はじめに

2014年3月31日、国際司法裁判所（ICJ）は、「南極海における捕鯨」事件（以下、捕鯨事件）

について判決（以下、捕鯨判決）を言い渡した（1）。本件は、オーストラリア（以下、豪）が、

日本政府の許可を受け南極海で実施されている調査捕鯨（JARPA II）は、国際捕鯨取締条約

（ICRW）の下で認められる「科学的研究のため」の捕鯨に該当せず、それに対する日本政府

の許可発給は ICRW違反と主張し、その許可の取り消しと将来にわたるJARPA IIへの不許可

等を求めて提訴した事件である。また、主題が ICRWという多数国間条約の解釈・適用に関

するものであったため、ICRWの締約国であるニュージーランド（以下、NZ）も、ICJ規程63

条2項に基づき訴訟に参加した。裁判所は結論として、12対4の多数意見で豪の請求をほぼ

大筋で認め、日本の特別許可は8条1項に適合せず、付表7項（b）（南大洋保護区）、10項（d）

（母船式捕鯨の部分的停止）と（e）（商業捕鯨モラトリアム）に違反すると判断し、日本に対して

JARPA IIの許可を取り消し、今後も同活動を許可しないよう求めた。さらに、8条1項の下

で許可を発給する際には、本判決に含まれる推論と結論を考慮するよう期待するとした。日

本政府は、本判決に失望感を表明しつつも、国際法秩序および法の支配を重視して判決に従

うとし（2）、さらに、判決を踏まえて、新たな南極海調査捕鯨の計画を作成し、本年11月に国

際捕鯨委員会（IWC）の科学委員会（SC）に提出するという（3）。

日本の南極海調査捕鯨は、1986年の開始以来、IWCで常に論争の的となり、IWC外でも国

際的に注目を浴びてきた（4）。日本国内でも、科学または政策論の観点から賛否両論がある（5）。

また、捕鯨をめぐる議論も IWCを中心に政治的に錯綜している（6）。このなかで国際法に基づ

き国際紛争を処理する ICJに持ち込まれたのが、捕鯨事件である。この事件の請求目的は原

告豪の被った損害の救済ではなく、もっぱら多数国間条約の遵守の確保であった。こうして、

裁判所に期待された役割は、伝統的に司法機関が担ってきたバイラテラルな紛争処理（7）にと

どまらない。また、結論に至る裁判所の法的推論にはいささか不明瞭な点もあり、そこには

裁判所の政策的配慮に基づく政策志向的判断もみてとれる。

したがって、捕鯨判決の含意は当事国間関係の枠組みにとどまらず、多辺的な ICRWの執

行過程にも及ぶだろう。他方で、裁判手続の伝統的な役割と既存の仕組みは、多辺的な国家

間関係に対応していないため、そこには思わぬ波及効果や問題が生じる可能性もある。捕鯨

問題のようにIWC内外で錯綜した政治状況がある場合には、これはより懸念される。本稿は、
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以上の問題意識に立ち、ICRWを含む多数国間条約の執行過程における捕鯨判決の含意を検

討する。このことにより、国際行政法（8）の観点から本判決の意義を明らかにする。

ICRWは、鯨類資源の適正な利用（致死的利用を含む）と保存（以下、両者を併せて「保全」

と呼ぶ）のため、締約国が遵守すべき基本的規則を定めるとともに具体的基準を付表におき、

科学の要因に配慮して、IWCによるその継続的な実施監督と付表見直しの仕組みを設けてい

る。ここには、個別国家の利益に還元しきれない諸国の共通利益―「公的利益」―の存

在と、その実現のための科学に基づく継続的な基準設定と遵守管理のための制度がある。そ

して、このような規律のあり方は、今日の海洋生物資源の保全に関する多数国間条約―持

続可能な漁業をめざす漁業条約、生物種・生態系の保全を重視する自然保全条約―に共通

する。本稿では、以上のような規律のあり方のなかに国際行政法の存立基盤を見出すもので

ある。

以下では、まず、捕鯨判決の特徴を整理し、関連諸事情・諸要因も考慮してその政策志向

性を浮き彫りにする。次に、IWCの動向にも配慮し、ICRWの執行過程における本判決の含

意を検討する。最後に、ICRWを超えて本判決がもつ意味について、留意点を指摘する。

1 捕鯨判決の特徴

（1） 捕鯨事件の特徴

捕鯨事件の特徴は、主に3つの角度から捉えられる。まず第1に、紛争の基本的構造が当

事国間のバイラテラルな関係にとどまらず、多辺的関係を基盤とすることである。原告豪は、

JARPA IIの実施により自国に損害を受けていないところで、ICRWの締約国として日本の条

約義務違反を主張し、訴訟を提起した。これは、日本の条約不遵守によるすべての締約国の

法益侵害の救済を求める訴えであり、ICRWの遵守によるすべての締約国の集団的利益の実

現を狙ったものである。そして、裁判所は豪に原告適格を認めた。

第2には、捕鯨事件の主題の中心にある問題は、鯨類資源の致死的な科学的利用（捕獲調

査）であり、これには科学がかかわることである。近年、科学の絡む紛争が国際裁判で扱わ

れる事例は増えている（9）。また、捕獲調査が問題となった点ではみなみまぐろ事件と共通す

る。しかし、捕鯨事件は科学との関係性において、これら先例とは本質的に異なる。以上の

先例では、問題とされる活動が保全対象の生物資源の資源状態または環境に対する悪影響の

発生またはそのリスクを伴う、という原告の主張が、付託の基礎にある。そして、この点に

関する当事国間の見解の不一致が紛争の前提にあった。他方で、捕鯨事件ではこの問題は請

求の基礎にはなく、この意味で鯨類の資源状況に対する直接の悪影響やそのリスクは紛争の

核心にはない。それとは無関係に、当該捕獲が科学的研究のための利用か否かという問題で

あった。この意味で、捕鯨事件は科学を理由とする生物資源の致死的利用それ自体を問う事

例であり、それゆえ、純粋に科学的な事柄に踏み込まざるをえない契機を含んでいた。

最後に、前述した紛争の基本的構造とも関連し、本事件の射程は実質的にかなり広いこと

である。これは、訴訟提起の文脈から明らかであり、関係三国の議論の構成と内容にも反映

している。つまり、本訴訟の主題はJARPA IIへの日本政府による許可発給の ICRW適合性だ
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が、IWCにおける長年の捕鯨論争を背景に、実質的な射程はそれにとどまらない。本主題の

前提として、またはそれに関連して提起された法的諸問題― ICRWの趣旨・目的の解釈、

IWC決議等の ICRW機関の採択文書の法的効力等―は、ICRWの下における鯨類資源の保

全のあるべき方向性に関する立場の相違に直結するからである。この意味で、本事件におけ

る判決は、紛争主題に関する法的問題にとどまらず、IWCによる鯨類の保全管理のあり方全

体に及ぶような含意をもつであろうことは、当初から想定されていた。

（2） 裁判所の判断および法的推論の特徴

捕鯨事件において裁判所は、暗黙裡に、また絶妙なロジックにより、随所に政策的配慮を

埋め込んで判決を下しているように思われる。裁判所が結論に至る法的推論には、厳密な法

解釈論として、また一般的な法原則からはやや不明瞭な点がいくつかあり、そこには政策的

配慮をみてとれるからである。この観点から、裁判所の判断および法的推論の特徴は、以下

のように整理できる。

まず、豪の原告適格については、日本がそれを争わなかったこと（10）も反映してか、裁判所

は触れなかった。こうして、原告豪の個別利益ではなく ICRWのすべての締約国の集団的利

益の実現のための訴訟が成立した。

次に、請求主題にかかる裁判所の判断については、以下の5点が重要である。ここでは、

裁判所は重要な諸点において、実質的には関係三国がそれぞれ示した概念やアプローチを絶

妙に変形し組み合わせ、議論の枠組みを構築した。さらに、関係三国政府の主張、また豪日

双方の側の鑑定人、特に豪側鑑定人の意見内容を、文脈を違えて事実認定や推論の基礎とし

て、部分的かつ暗黙裡に採用している。

第1に、本紛争の大前提として、従来当事国間で争いのあったICRWの趣旨・目的につき、

前文に言及して鯨類資源の保全と持続可能な資源の利用と明示し（para. 56）、事後の実行と

して IWC決議を過度に重視する豪（11）とNZの条約解釈を否定しつつも（para. 83）、ICRWを

「進化する（evolving）文書」（para. 45）と捉えた。これは、裁判所による ICRWの「柔軟な」

解釈の基礎である。

第2に、ICRW 8条の解釈として、特別許可の発給について締約国に裁量を認めつつ、具

体的な捕鯨が同条に言う「科学的研究のため」の捕鯨に該当するか否かは客観的に判断され

るとし（para. 61）、「科学的研究」と「のため」という二分法を採用して、後者にかかる合理

性の審査基準―目標達成のためにプログラムの設計と実施が合理的か否かの判断基準―

を明示した（paras. 62–97）。ここでは、裁判所は8条における締約国の裁量問題を合理性の問

題と読み換えた。また、上記二分法は、司法機関としての裁判所が科学的問題に踏み込まな

いことを前提に、後述するように主に「手続的」な角度から実質的に当該研究の科学的妥当

性の判断を可能とするための枠組みであったと、推測される。

この二分法はもともと豪が陳述書で採用し（12）、日本も反論しなかった。また、合理性の審

査基準も、日本が反論書で言及したものである（13）。ただし、裁判所は二分法における2つの

各要素に、豪の主張とは異なる意味を読み込んだ。

すなわち、豪は、自国側鑑定人の意見に依拠して「科学的研究」の概念を示し（14）、JARPA

国際行政法の観点からみた捕鯨判決の意義

国際問題 No. 636（2014年11月）● 45



IIのその非該当性を主張した（15）。また、科学的研究「のため」とは、当該研究が科学的目的

のためだけに計画され実施されねばならないことを意味するとし（16）、「調査捕鯨のビジネスモ

デル」と日本政府高官の答弁に表われた科学的目的以外の動機を指摘し（17）、JARPA IIは科学的

研究のためでない（18）とした。しかし、裁判所は科学的問題に踏み込むことは裁判所の任務で

はないという立場を堅持して、JARPA IIの「科学的研究」該当性判断には実質的に踏み込まず、

その4つの目標（paras. 113–118）に鑑みて JARPA IIは広く科学的研究にあたるとした（para.

127）。そして、科学的研究以外の動機の存在を考慮せず（para. 97）、科学的研究「のため」

の判断基準を、具体的に7つの要素―致死的手法の使用の決定、設定標本数の規模、標本

数の決定方法、設定標本数と実際の捕獲頭数との比較、プログラムの時間的制約、科学的成

果、プログラムと他の関連する研究プロジェクトとの連携程度―で示した（para. 88）。そ

して、この審査基準に照らすと、JARPA IIの設計と実施は科学的研究「のため」に合理的とは

言えず、8条1項の要件を満たさないとした（paras. 127–227）。

第3に、以上の審査基準の設定において、IWCがコンセンサスで採択した特別許可に関す

る決議とSCのガイドライン（GL）を、一般国際法上の協力義務に基づき手続的観点から審

査基準のなかに組み込むことにより、ICRW8条の解釈において、実質的に条約採択後のIWC

の実行を一定程度考慮した。具体的には、ICRWの締約国としてIWCとSCに協力する義務を

根拠に、致死的手法の使用は研究目標の達成に必要な最低限度でのみ許されるとするIWCの

コンセンサス決議と、その発想に立ち8条の特別許可の目標、方法、レビュー等について記

したSCのGL（附属書P）を考
・

慮
・

しなくてはならないとした（para. 137）（19）。

このことの意味は主に2つある。1つには、裁判所は8条の制限的または拡張的解釈のいず

れも明示的に排除しつつ（para. 58）、同条が ICRWの例外か否かには触れなかったが、これ

ら二次的文書の考
・

慮
・

―手続の実施―を発給国に求め、同条に基づく捕鯨―致死的調査

―を実
・

質
・

的
・

に
・

は
・

「例外的な」ものとする発想を、判断の枠組みに埋め込んだことである。

この発想は、過去20年間の非致死的研究技術の発展によっても補強されている（para. 137）。

もう1つには、次に述べる点とも関連するが、そのことによって裁判所は、ICRW8条の解

釈の基礎に、特にSCのGLに反映された科学の発展とそれに伴い醸成された今日の科学にお

ける一般認識を忍び込ませる仕組みを用意したことである。一般に、致死的手法の最低限の

使用とそのための非致死的手法の利用可能性に関する評価の実施は、動物の致死的手法を用

いた研究では、今日の科学界において倫理的のみならず（20）科学的見地からも（21）当然のこと

とされ、特に鯨類の場合には諸要因の考慮からよ
・

り
・

強く要請される。さらに、捕殺の標本数

が多い場合には非致死的手法の利用可能性につきよ
・

り
・

厳密な評価が必要とされる。また、附

属書Pにあるそれ以外の諸点の多く―目標の定量的設定、中間目標を伴う研究期間の設定、

対象資源に対する潜在的影響の評価、定期的および最終レビューの実施等―も、今日の鯨

類の科学的研究では一般的要素とされる。

第4に、裁判所は科学的問題には立ち入らない（para. 69）としながらも、科学的研究「の

ため」にかかる合理性の審査基準の設定と、JARPA IIに対するその適用において、手続的な角

度からの検討を中心としつつも実質的には科学の問題に踏み込んだ。ここでは、裁判所はま
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ず、豪が「科学的研究」の指標のなかで挙げた主要な要因を、「のため」の要素として判断枠

組み―合理性の審査基準―に組み込み、さらに両国鑑定人の意見を参考にそれをJARPA

IIに適用した。ただし、その際のアプローチは、標本頭数削減のための非致死的手法の利用

可能性分析の有無、研究目標に照らした標本頭数の整合性と一貫性、設定標本頭数と実際の

捕獲標本頭数との差異、研究目標と直接関連する査読付きの刊行論文の数、研究目標達成の

ための他の研究プロジェクトとの連携の程度等、研究目標の内容とは無関係の手続的角度か

らの検討に限られている（22）。この意味で限定的だが、研究目標の内容を解釈したうえでそれ

と手段・方法、実施の実態および研究成果との整合性・一貫性につき判断した点で、科学の

問題を扱っているには違いない（23）。そして、前述したように裁判所は、その際に今日の科学

の一般認識と技術水準を考慮している。

最後に、JARPA IIは科学的研究のために合理的でないという結論に至る際に、裁判所は主に

研究目標との関連で2つの局面―非致死的手法の利用可能性の検討という手続面、設定標

本頭数・研究終期・他の関連研究プロジェクトとの連携・研究成果を含むプログラムの合理

性という実体面―において、日本による説明の欠如または説明における一貫性の欠如に依

拠したことである（paras. 155–156, 158, 187, 189, 193–196, 198, 206, 209, 222, 225–226）。これは、裁判

所が日本に対して、JARPA IIの合理性をめぐる疑いを払拭させるための説明を期待したが、

それがなされなかったので合理性がないとの結論に至った、というようにもみえる。つまり、

裁判所は JARPA IIをめぐる合理性について、あたかも日本に「説明責任」のようなものを

求めたかのように思われる。

この点については、伝統的な立証責任の原則―違法性を主張する側が負う―に適合し

ない（24）、原告は合理性の欠如について立証に成功していない（25）、などの批判がある。他方で、

判決の上記特徴に現われた裁判所の姿勢を念頭におけば、別の解釈―例えば、豪は裁判の

過程で、裁判所が設定した審査基準の諸要素にかかる合理性の欠如について「一応の」推定を

確立することに成功し、日本はそれを覆すことができなかった―も、可能かもしれない（26）。

そして、その際に裁判所は、JARPA IIにおける設定標本頭数―特にJARPAのほぼ2倍という

ミンククジラの設定標本頭数の多さ―に鑑みて、豪の示した事実に状況証拠としての意味

を見出した可能性もある。

まず前述の実体面について、豪は、両国側鑑定人の双方が認めたミンククジラの設定標本

数にかかる科学的根拠の曖昧さと決定方法の不透明さ（27）、日本側鑑定人も反対尋問で認めた

ミンククジラと対比されるナガスクジラとザトウクジラの設定標本数の少なさとその科学的

根拠の不明確さ（28）、JARPAと研究目標がほぼ重複する JARPA IIの設定標本頭数の倍増根拠

の不明瞭さ、設定標本数と実際の捕獲標本数との差異、SCによるJARPAの最終レビュー報

告書における「両論併記」（29）とJARPA IIに対する批判（30）、研究目標と直結する査読付き刊行

論文の欠如（31）に現われた研究成果の乏しさ― JARPAも含む長年の研究と膨大な標本頭数

にもかかわらず―、他の研究プロジェクトとの連携の欠如（32）等において合理的に明瞭な

「不自然さ」―合理性の欠如―を示すことで、一応の推定が成立したとみることも可能だ

ろう。また、前述の手続面では、すでに述べたように、裁判所の判断枠組みにはできる限り
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非致死的手法の代替利用に努
・

め
・

る
・

義務が組み込まれており、科学的にも前述のように標本頭

数が多ければ非致死的手法の利用可能性の評価は厳密に行なわれているはずだから、その場

合には、原告は逆に研究目標達成のために利用可能な非致死的手法を挙げて頭数削減の可能

性―具体的な削減可能頭数の計算まではしないまでも（33）―をあ
・

る
・

程
・

度
・

示すことができれ

ば（34）―実
・

体
・

的
・

に
・

説得的な主張に成功すれば―十分、という発想があるのかもしれない。

とはいえ、手続面に関する上記の説明は、やはり論理的に難点があろう。

いずれにせよ、裁判所は以上の問題について判決のなかで触れておらず、いかなる法的推

論により日本に説明を求めたのか、その真意は不明である。その一方で、この点こそが捕鯨

判決の弱点と同時に強みかもしれない。本判決については、複数の論者が、裁判所は判断の

枠組みとして8条の解釈に合理性の概念を持ち込み、その審査基準を用いることにより、法

的諸点― ICRWでは8条は例外か、同条が発給国に認める裁量の幅はどうか、立証責任は

転換されたのか、同条の下で日本は信義誠実に行動しなかったのか等―に関する言及を回

避しつつ（35）、JARPA IIの「科学的研究のため」のプログラムとしての性質を否定したと指摘す

る。このような指摘は妥当だろう。そして、裁判所は前述したように、上記IWCの二次的文

書と豪の「科学的研究」非該当性の主張の内容を組み込んで合理性の審査基準を設けること

で、すでに、実質的には豪の主張に沿って合理性の欠如の推定を組み込み、逆に日本に対し

て反駁を求めるかたちで、合理性の審査を行なったのではないかと思われる。

（3） 捕鯨判決における政策志向性―事件の特殊性を考慮した「公益」実現過程への関与？

以上の捕鯨判決は、全体として政策志向が強い（36）。そして、この判決の政策志向性は3つ

の視点―司法と行政、法と科学、手続と実体―から把握できる。まず、裁判所は豪の原

告適格を認めて多辺的問題に踏み込み、ICRWの趣旨・目的を確認したうえで、次に示すア

プローチで以上の判断を示した。これは、バイラテラルな当事国間の紛争処理と言うよりも、

ICRWという多数国間条約の目的実現のための「行政的」作用に近いものがある。次に、裁

判所は国際法の解釈・適用の文脈において、SCの実行に反映された今日の科学の一般認識と

技術水準を組み込んだ判断枠組み―合理性の審査基準―を用いて、法の解釈・適用を超

える科学的判断に、限定的な角度からだが実質的に踏み込んだ。さらに、協力義務に基づき

IWCの実行をICRWの解釈に組み込み、手続的要請―意思決定過程に対する手続的規律―

を通じて、また、致死的調査の合理性について許可国に十分な説明を求めることにより、実

質的には、研究目標に照らした致死的手法の必要最低限度の利用という実体的規制に匹敵す

る規律を、締約国に課した。

以上の判決をもたらした捕鯨事件の前提には、「機能不全」とも称される IWCの現状（37）が

ある。IWCでは特に1990年代より、ICRWの趣旨・目的や管轄鯨種の範囲（38）という根本的な

問題について締約国間で対立が激しくなり、これを反映して過去数十年間、円滑な合意形成

が難しい。商業捕鯨モラトリアムの採択要因となった、捕鯨をめぐる当時の科学的管理方法

―新管理方式（NMP）―の失敗を克服するため、SCの努力が実り1994年には科学的評

価の高い改訂管理方式（RMP）が採択されたが（39）、それを実施するための改訂管理制度（RMS）

の作成作業は、2006年にIWCで頓挫した（40）。こうして、商業捕鯨モラトリアムは付表に従い
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見直されてはいない。これまでの包括的な政治的妥協を図る試みもすべて失敗し（41）、対立す

る締約国間で重要な事項につき建設的な対話は進まない。ついに2012年以降、定例総会は隔

年開催となり、締約国間の対話の機会も制度上減少した。以上の結果として、鯨類資源の保

全という ICRWの目的の実現が阻害される事態もIWC内外で危ぶまれていた。そして、この

ように膠着した IWCにおける論争の中心のひとつが、日本の調査捕鯨であった。JARPAと

JARPA IIの科学的妥当性はSCで争われ続けており（42）、その法的根拠となる ICRW8条の解釈

も締約国間で対立し、長年、それらの法的正当性や政策的妥当性をめぐる論争も好転の兆し

がなかった（43）。

捕鯨事件では、裁判所が以上の状況を念頭においていたのか、また、そうだとしてもどの

程度認識していたのかは、不明である。けれども、国際社会で法の支配を支えるICJが、ICRW

の執行過程における上記の混乱状態に無頓着であったとは考えにくい。そして、捕鯨事件の

主題は、JARPA IIの条約適合性という、まさに IWCの機能不全の中心にある事柄の法的側

面にかかわる問題である。また、その前提として提起された諸問題― ICRWの趣旨・目的

の解釈、それとも密接に関連するIWCの二次的文書の法的含意等―は、IWCにおける機能

不全の根底にある法的問題である。以上の事情は裁判所の関心を強く惹起したのではないか。

とすれば、裁判所が本来バイラテラルな紛争処理機関であるとしても、豪からの付託に対し

て、日本が争わなかったのを幸いにあ
・

え
・

て
・

豪の原告適格を問題にしなかった、という推測も

成り立つ。そして、主題の審理に際して、国際法の解釈・適用を担う機関として細心の注意

を払いつつ、この機会を捉えて ICRWのあ
・

る
・

べ
・

き
・

法解釈の基準を示して、上記の機能不全状

態の解消に資するよう心がけた可能性もある。

さらに、請求主題に関する裁判所の政策志向的判断では、IWCの機能不全状態に加えて、

ICRW採択時以降の科学をめぐる大きな変化とJARPA IIの特異性も、実質的に作用したのか

もしれない。すなわち、まず、ICRW採択時に8条を支えていた科学の一般認識と技術水準

は、今日までに大きく変わった。非致死的な研究技術は飛躍的に進歩し、これも受けて前述

したように、非致死的手法で研究目標の達成が可能ならできる限り非致死的手法を利用すべ

きという立場が主流となった。逆に言えば、8条の規定は、今日とは異なる科学のあり方を

前提に挿入されたとも言える。次に、JARPA IIは、以下の点で特異なプログラムである。すで

にその開始時には、それまで長年の鯨類の標本調査で得た膨大なデータ―商業捕鯨時代に

商業捕鯨のなかで採取し、さらに20年間に及ぶJARPAで取得した標本から―の蓄積があ

った。また、JARPA IIの設定捕獲頭数はJARPAに比しても、過去の調査捕鯨実績（44）に照ら

しても突出していた。さらに、研究目標の漠然さも含め、SCでもJARPA IIの科学的価値に

ついては意見が分かれていた。そして、JARPA IIは、ICRWの締約国として特異な立場にあ

る日本のプログラムであった。日本は、比較的大規模な商業捕鯨を望む締約国のなかで、商

業捕鯨モラトリアムのためにほぼ唯一それが許されない国であり、現在、唯一調査捕鯨を実

施している。他の締約国もかつて調査捕鯨を行なっていたが、実施海域は限られ、標本頭数

も日本の調査捕鯨に比べて圧倒的に少ない（45）。そして、日本以外で JARPA IIほどの大規模

な調査捕鯨を将来企図する締約国は、現実的には想定されない。
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したがって、裁判所は、前述したIWCの機能不全の渦中にあり、そのひとつの要因でもあ

り結果でもある JARPA IIの問題について、今日の科学の一般認識と技術水準に沿ったかた

ちで、特に当事国双方の鑑定人の意見によってもきわめて「不自然な」標本頭数を重視して、

その科学的研究のためのプログラムとしての妥当性―設定目標と照らしての合理性―を

明確に問う、または明らかにするべきと考えた、そして、そこでは許可国日本の意思決定に

おける透明性とアカウンタビリティーを重視した、という推測が成り立つ余地もある。

こうして、請求主題の審理においても、多数意見は他の選択肢を選ばなかった可能性があ

る。すなわち、裁判所としては、厳密な伝統的法解釈の方法に従えば、例えば小和田恆判事

やアブラハム判事の反対意見に示されたような別の選択肢もあったはずである（46）。けれども、

多数意見はこの立場をとらず、暗黙裡に政策的配慮を埋め込んだ判断枠組みを用いて逆の結

論を導いた。ここには、IWCにおける錯綜した機能不全状態と前述した諸要因を前提に、

ICRWの下では、今日の科学のあり方に適合し、かつ透明性の高い―締約国のアカウンタ

ビリティーを重視した―かたちでの致死的な科学利用が好ましいとする、多数判事による

一定の価値的判断があったのかもしれない。とすれば、JARPA IIに関する手続および実体面で

アカウンタビリティーを重視し、むしろ政策的見地からいささかアクロバティックな判決を

下したという見方も成り立つ余地がある。

以上の推論はおよそ法的とは言い難く、また、判決が明示しない事柄を―む
・

し
・

ろ
・

筆
・

者
・

の
・

政
・

策
・

的
・

立
・

場
・

に
・

お
・

い
・

て
・

―読み込みすぎているかもしれない。ただし、このように考えれば、

判決をめぐる「謎」も多少は説明が可能と思われる。

以上のように考えると、捕鯨判決の最大の特徴は、意図するとしないとにかかわらず、司

法機関としての裁判所が政策的判断を通じて、ICRWに基づく公的利益実現の過程―前述

のように錯綜した ICRWの執行過程―に関与することになった点にあるように思われる。

とはいえ、本来の裁判所の役割―既存法の解釈・適用によるバイラテラルな紛争処理―

からすれば、これはかなり異質である。したがって、国際行政法の観点からは、次に、現実

の ICRWの執行過程に対する捕鯨判決の影響とその含意を分析し、捕鯨判決の功罪を検討す

ることが必要になる。

2 ICRWの執行過程における捕鯨判決の含意

（1） 第65回 IWC総会（2014年9月）における展開―特別許可の手続に関する決議の採択

ICRWの執行過程における捕鯨判決の影響として、直近の第65回 IWC総会（2014年9月15

―18日、ポルトローシュ〔スロベニア〕）での展開が注目される（47）。特に捕鯨判決に直結する

「特別許可」（議題15）に関する動きであり、とりわけ重要なのは（48）、特別許可の手続に関す

る決議の多数決による採択（49）である。

この決議は、ICRW8条の解釈・適用における捕鯨判決の一般的重要性を踏まえ（前文）、既

存および新規の特別許可プログラムについて、捕鯨判決の明示した審査基準の要素（1項（a）、

（c）前段、（d）、（e））に新たな要素（1項（b）〔研究目標に鯨類の保全管理への貢献を含む〕（50）と

（c）後段〔非致死的手法により達成可能な合理的に同等の研究目標設定の可能性〕）を加えて具体化
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し、従来のSCの事前レビューの過程に組み込む―この基準による判断をIWCに助言し（1

項）、現行GL（附属書P）を見直す（2項）―とともに、SCの助言を受け IWCが上記基準等

により特別許可発給の事前レビューを行なう手続（3項（b））〔SC報告書を受けIWCによるプログ

ラム提案者が上記過程に従い行動したか否かの評価〕と（c）〔ICRW6条に基づく IWCによるプログ

ラム内容その他に関する勧告〕）を導入する。また、上記レビューの事
・

前
・

手
・

続
・

性も明示する（同

（a））。前文に照らせば、IWCの勧告でサンクチュアリ（para. 13）（51）も意味をもちえ、審査基

準の充足性の説明は許可国に期待される（para. 5）（52）だろう。

こうして、この決議はSCのレビュー過程の透明性と最低限の水準を確保するとともに、手

続的観点から、発給国の裁量を狭め条約執行機関としてIWCの機能を強化する。つまり、政

策志向的な捕鯨判決を端緒に、IWCによる手続的な監視強化という政策の推進を図る（53）。

さらに、この決議の採択に至る IWCの過程にも、捕鯨判決が影響を与えた可能性がある。

IWCでは、本会議における議論を経て、日本からの修正案も含め数日間に及ぶ非公式協議が

重ねられ、合意の作成が模索された。ここでは、締約国は協力義務とそれに基づくコンセン

サス決議の効力に関する判示を意識していたかもしれない。

以上の決議は、日本を含む反対国にとって法的含意はない。しかし、IWC内部では―

ICRWの執行過程では―何らかの作用を伴う可能性はある。これは可決後の諸国の発言か

らも推測される（54）。この意味で、コンセンサス採択でなかったことを過大視すべきでない。

まず、SCは IWCの下部機関としてそれに応えて行動する可能性がある。判決の内容を超

える基準についても、SCは科学的事項について広い裁量をもつので、自らの判断でそれを組

み込みレビューを行なうことは十分にありうる。ただし、一部の締約国の反対表明を考慮す

れば、GLの見直しも含め、この点で合意作成は難航するかもしれない。次に、IWCでは、決

議に賛成した相対多数の締約国の支持を得て、事前レビューが行なわれる可能性は高い。締

約国がIWCの手続を待たず許可を発給すれば、IWCは非難決議を賛成多数で採択する可能性

もある。締約国はそれに対応する法的責任を負わないが、こうした実行が蓄積されれば、非

難決議の名宛国は事実上しだいに難しい立場におかれることもありうる。

（2） ICRWの執行過程における捕鯨判決の含意―判決の影響と残された課題

以上の考察も踏まえると、ICRWの執行過程における捕鯨判決の主な含意は、8条の解釈・

適用およびICRWの執行過程全体という2つの角度から、以下のように整理できよう。第1に、

8条の下での特別許可による捕鯨について、もはや法的正当性それ自体を否定する主張はな

されまい（55）。そして、個別プログラムがそれに該当するか否かは、裁判所が示した基準―

今日の科学の一般認識と技術水準に適合するもの―に照らして、判断される。その該当性

は、おそらくSCのレビューでも確認されるだろう。その基準の要点は、対象鯨種の資源状態

に悪影響を与えるおそれとは無関係に、主に2つある。まず1つは、特に標本頭数を研究目標

の達成に照らして最低限にするよう配慮し、非致死的手法の代替的な利用可能性を分析し評

価しなくてはならないことである。この基準は、実質的に研究目標の設定にも影響を与える

とも考えられるので、きわめて重要である。なぜなら、非致死的手法の利用可能性を科学的

見地から適切に評価するためには、研究目標は具体的に明瞭でなくてはならないからである。
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こうして、具体的な研究方法の特定要請という逆方向から、研究目標の設定における許可国

の裁量が狭められうる（56）。そしてもう1つの要点は、研究目標に照らして、標本頭数、研究

成果、他の関連研究プロジェクトとの連携の程度の点で、合理性がなくてはならないことで

ある。

さらに、許可国は以上の基準の充足性につきアカウンタビリティーを要請または期待され

る。ゆえに、許可国の意思決定過程の透明性も重要になる（57）。

こうして、ICRWの執行過程では、8条の下での締約国の意思決定過程に対する手続的要請

は、従来よりも厳格化された基準と許可国のアカウンタビリティーにより強化される。その

結果として、特別許可の発給における締約国の裁量は実質的に相当程度制約され、あたかも

8条に基づく権能の行使が実体的に制約されるかのような結果を伴う可能性もある（58）。また、

今後SCが以上の基準を組み込むかたちで現行GLを改訂すれば、調査捕鯨プログラムの基準

適合性は専門機関により客観的に監視され、手続的規律は確保される。さらに、前述した特

別許可に関する決議という、追加的規制の「変数」もある。

第2には、ICRWの執行過程全体にかかわる捕鯨判決の含意である。これは、判決が結果的

に前述した近年のIWCにおける機能不全の打開をもたらすことにより、鯨類資源の保全とい

うICRWの目的実現の推進に実質的に貢献するか、という点にかかわる。

まず、積極的な含意として、以下の3つのものがあるだろう。これは、直近の IWC総会で

も一定の兆しがある。1つめには、ICRWの解釈・適用にかかるいくつかの重要な法的問題に

ついて、判決を通じて締約国間の対立が決着することにより、IWCにおける法解釈をめぐる

混乱・錯綜状態が解消される見込みが出てきたことである。具体的には、ICRWの趣旨・目

的、IWCの二次的文書の法的含意についてである（59）。2つめには、IWCの運営・行政にかか

わる含意として、締約国の協力義務と、コンセンサスで採択されたIWCの二次的文書の考慮

要請、それを受けた締約国による合意形成のインセンティブ、IWCにおける透明性の確保と

市民社会の参加の向上（60）である。最後には、調査捕鯨の問題が法的に決着したことにより、

IWCにおける建設的な対話実現のための土壌が整備されることの期待である。

その一方で、残された重要な課題も多い。これは、捕鯨判決が司法機関の判断であること

の限界である。国際裁判所は国際法に依拠して請求主題について法的判断を下す機関であり、

現実の問題の総体を扱わず、法的に構成可能な一部または一側面を切り取って扱うにすぎな

い。ゆえに、当該紛争の核心にある問題が解消しないこともある。また、文脈と切り離され

た厳密な法解釈による請求主題の処理や、文脈に配慮しすぎた政策志向的判決自体が、結果

的に関係国間の対立を悪化させ、根本的な問題解決を阻害することもある。捕鯨判決の場合

には、現段階でこうした事態にはないが、前述したように特別許可に関する決議は、状況次

第で新たな対立の火種となる可能性はある。そして、判決の射程に入らなかった問題―商

業捕鯨モラトリアムの見直し、RMSの作成、管轄鯨種の範囲、保全委員会をめぐる対立など

―は、依然として残されたままである。その打開のため、IWC内で政治的妥協による包括

的対処を模索する対話の構築―「IWCの将来」対話の過程の再来―も、直近のIWC総会

をみる限り見通しは暗い。
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3 より広い文脈における捕鯨判決の含意

捕鯨判決は、ICRWの文脈を超えたところでも、多数国間条約の執行過程に対していくつ

かの重要な含意がある。以下では、紙幅の都合により、特に重要と思われる4点に限り指摘

し、それらに関する掘り下げた検討も別の機会に譲ることにする。

第1には、捕鯨判決が豪に原告適格を認めたことの含意である。これを一般化すれば、多

数国間条約の不遵守問題について、ICJ規程の選択条項により管轄権が認められる当事国間関

係では、いかなる締約国も ICJに請求を付託できる（61）。これは、今後の国際裁判に関する手

続上の含意（62）に加えて、多数国間条約の執行過程にとっても大きな意味がある。まず、条約

義務の遵守確保が強化されえ、公的利益の実現に資する。しかしその一方で、多くの環境条

約のように条約義務の不遵守手続が導入されているところでは、複雑な事態が生じうる。通

常、不遵守手続は条約の下で紛争解決手続と区別され、両者の同時進行は制度上可能である。

そして、前者は目的、法的性質・効果、手続の構造、考慮要因等の面で、後者とは根本的に

異なる。ゆえに、前述のかたちで ICJへの提訴が認められれば、同一の義務違反について裁

判手続と不遵守手続が時間差を伴い並行したり、両者間で結論が異なるまたは矛盾したりす

る事態も生じうる（63）。そして、判決には法的拘束力があるため、不遵守手続の機能は背後に

退く。ここでは、判決の履行により義務違反は是正されるとしても、条約の執行過程が錯綜

し、政策的に好ましくない結果が生じることもあるだろう。

第2に、コンセンサスで採択された条約機関の決定を締約国が適切に考慮すべき要請と、

考慮実施につき争いが生じた場合の説明責任である。これは、決定内容を実質化し条約の目

的実現に資する。他方で、締約国は条約機関の決定に慎重になる可能性もある。今日、漁業

条約や環境条約も含め多くの条約の下では、条約機関の決定は、圧倒的に多くの場合にコン

センサスで採択されている。捕鯨判決によれば、締約国は協力義務に基づき、法的拘束力の

ないこれら合意を適切に考慮し、考慮の有無が締約国間で争われる場合には、考慮したとす

る締約国がその証拠を示すことになる。こうして、締約国は決議の採択に反対しなければ将

来手続的に大きな負担を負う可能性がある。となれば、コンセンサスによる採択に慎重にな

るかもしれない。特に環境の分野では、条約機関による非拘束的合意の採択は条約目的の実

現のため当初より想定され、重要なので、以上の点は懸念される。

第3に、条約の執行過程におけるアカウンタビリティーと透明性の重視である。捕鯨判決

では、許可発給国のアカウンタビリティーと意思決定過程の透明性が意識されている。けれ

ども、判決にはその法的根拠の明示がなく、とりわけ前述した捕鯨事件の特殊性を考慮すれ

ば、ICRWにおける特別許可を超えて、これがいかなる場合に、いかなる条件で要請または

期待されるのかについて、一般化することは難しい。ただし、条約機関を通じた行政的作用

を前提とする近年の多数国間条約では、条約機関の活動における透明性とともに、条約実施

における締約国のアカウンタビリティーは一般に重視される傾向にあり、判決は、少なくと

も基本的発想においてはこれに適う。また、締約国の意思決定過程に対する手続的規律の導

入傾向（64）とも整合的である。したがって、抽象的にはこの方向性を正当化し、個別の文脈に
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おけるその具体化のための締約国による合意作成の推進を、事実上勢いづけよう。

最後に、致死的手法を伴う生物資源の科学的利用については、捕鯨判決が示したその該当

性基準の基礎にある実質的配慮―今日の科学の一般認識と技術水準の考慮、具体的には研

究目標に照らした手段・方法等の合理性や最低限の致死的手法の使用とそのための非致死的

手法の利用可能性評価―が、生物資源の保全に関する条約の執行過程一般において一定の

含意をもつ可能性がある。これは、特
・

に
・

科
・

学
・

的
・

利
・

用
・

と
・

し
・

て
・

当該捕獲を正当化せねばならず、

かつ、当該捕獲調査が保全対象種の資源状態に与える悪影響のリスクにつき締約国間で争い

がない場合（65）である。ICJは、特異な諸事情・要因を背景に政策的配慮を埋め込み、またコ

ンセンサスで採択されたIWCの二次的文書を媒介に、適用すべき基準を同定したが、判決の

根底にある科学へのアプローチには留意すべきだろう。これは、今日の科学の一般認識と技

術水準を条約の執行過程に組み込む点で、条約の法的構造と整合的である限り、科学的要因

への「適正な」対処にとって有益である。ただし、いずれにせよ具体的な含意の中身は、関

連規定や条約機関の二次的文書のあり方による。

以上の点に関連し、日本による北西太平洋海域の調査捕鯨（JARPN II）におけるイワシク

ジラの捕獲（66）は、野生動植物国際取引規制ワシントン条約（CITES）の下で問題視される可

能性もある（67）。現在CITESは附属書 Iにマッコウクジラなど19の鯨種を、さらに附属書 IIに

その他のすべての鯨種を掲載する。CITESでは、取引の概念に「海からの持ち込み」も含む

ため、規制対象種の水揚げも制限される。そして、日本の留保は北太平洋のイワシクジラに

は及ばない。その捕獲は、3条5項（c）で管理当局が「主として商業目的のために使用される

ものでないと認める」ものならば問題ないので、科学的利用に関する上記配慮が直ちに効い

てくるわけではない。けれども、問題の構成の仕方によっては、それが含意をもつ可能性も

ある（68）。長年CITESの下では、締約国間で鯨類をめぐり激しい攻防がある（69）ことを想起すべ

きだろう。

おわりに―捕鯨判決に関する学際的・多角的検証の必要性

以上のように、捕鯨判決は国際行政法の観点から、ICRWのみならずよ
・

り
・

広い文脈におい

ても、多面的な含意がある。そして、ICRWを含む多数国間条約の執行過程にとって功罪い

ずれの面もある。これは、判決に埋め込まれた政策的配慮、それと裏腹の法的推論の不明瞭

さによるところが大きいだろう。また、科学の絡む問題について、主権国家から成る分権的

な国際社会で、公益実現のための法執行における限界と可能性を示している。

このように考えると、将来に向けた捕鯨判決の意義を的確に読みとり、多数国間条約の執

行過程―公的利益の実現過程―でそれを活かしていくためには、法、政治・外交（70）、科

学（71）を含む多角的観点から、あらためてこの判決を掘り下げて検証するという研究者の協働

作業が必要である。これは、捕鯨問題のみならず、とりわけ科学の要因が絡む条約の執行過

程というよ
・

り
・

広い文脈において、学際的な視点で捕鯨判決を相対化することの重要性である。

そして、これは日本が当事国として敗訴した訴訟であることに鑑みれば、必須のことだろう。

捕鯨問題という個別の文脈では、日本は今後の捕鯨政策で本判決をいかに受け止めていくか
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―対外的には ICRWの締約国としての責任をどう果たしていくか、また国内では実質的に

多額の税金に支えられた（72）調査捕鯨を今後どうするのか―が、問われている。また、より

一般的な文脈では、多数国間条約における本判決の含意が大きければ大きいほど、本事件の

当事国として、その含意の発現の行方を見守ることは当然のことだろう。この点で、筆者も

含めてとりわけ日本の研究者が負う社会的責任は大きく、今後の展開に期待したい。

［付記］ 本稿は、平成26年度村田学術振興財団助成研究「グローバル化時代の日本における持続可能な

漁業をめぐる法的課題―国際法と国内法をふまえた『海洋生物資源法』の体系化をめざして」（代

表：児矢野マリ）の研究成果の一部である。
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